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太陽光発電を有効に活用するためにスマートグリッドによる余剰電力融通が注目されている．しかし，

その効果は先進的に整備された街区単位での検証が中心である．そこで，本研究では既存街区を対象に複

数街区間での余剰電力融通効果を把握すると共に，電力価格政策と連携させた効果について特徴の異なる

都市構造で比較分析を行った．その結果，1) 人口が稠密で低未利用地が混在する街区を含み，更に街区ご

とに人口密度や住宅タイプが大きく異なる都市構造では電力価格政策により街区間融通効果が都市全体で

享受可能なこと，2) 融通効果が高い一方で居住を抑制し縮退を進めるのが望ましいと考えられる街区への

ペナルティとなりえること，3) 都市構造の特徴ごとに電力価格政策を個々に検討する必要性等が示された． 
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1. はじめに 

 

低炭素社会の実現はわが国のまちづくりにおいて重要

なテーマとして掲げられてきた．特に近年では，環境問

題への対応に加え，人口減少に伴いこれまでスプロール

的に拡散してきた都市の戦略的縮退も重要課題1)となり

つつある．そして原子力発電を軸としたエネルギー供給

体制の見直しを受け，低炭素化に加えて再生可能エネル

ギーで電力を自給出来るまちへの需要が高まっている2)．

実際に，住宅用太陽光発電を用いて街区レベルで低炭素

化と電力自給を目指す官民一体となった実証実験や，自

治体が主体となった電力自給の取り組み3)も近年多くみ

られる．そして電力の自給を目指す上では，自然条件に

依存する発電により大量発生が懸念される余剰電力を，

地域で融通活用することが望ましいと言える．そのため

に，近年ではIT(情報技術)によって電力需給を自動制御

する技術であるスマートグリッド4)への期待が高まって

いる．特に，電力システム改革やリアルタイムで電力需

給が把握可能なスマートメータの全世帯への設置計画も

前倒しで進められるなど，これまで先進事例として扱わ

れてきたスマートグリッドによる電力自給の取り組みは，

既存の住宅地においても街区単体から徐々に導入範囲が

拡大することが予想される．そのため，既存の住宅地へ

のスマートグリッド導入による余剰電力融通効果を把握

することは，今後のスマートグリッド導入を効率的に進

める上で重要だと考えられる． 

ここで、スマートグリッドの導入効果に関する既存研

究5)によると，まず蓄電池としての役割が期待される電

気自動車(EV)がスマートグリッドの重要な構成要素とし

て捉えられている．また，既存都市での余剰電力融通効

果に関する研究6)では，住宅地での太陽光発電による余

剰電力の電力融通を行う場合，まず街区単位では都心の

高層住宅が密集しているような街区に比べ，戸建や集合

住宅，マンションなどが混在した，決して良好な住環境

とは言えない街区の方が効率的に電力融通を行えること

が示されている．また市区町村単位ではベッドタウンの

ような都市において余剰電力を有効に活用した電力自給

が期待出来ることが明らかにされている7)．さらに，都

道府県単位での融通効果では，融通範囲を広げることに

よる自給率の向上が見られない場合があることなどが指

摘されている8)．以上を踏まえると，スマートグリッド

の導入効果はコンパクトに整備された場所に比べ，スプ

ロール的に拡散し，今後居住を抑制して縮退を検討すべ

き場所に適性がある傾向が示されている．一方で，電力
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システム改革でわが国を先行する欧米では電力需要ピー

クをコントロールするデマンドレスポンス(DR)に関す

る研究蓄積9)が多い．わが国でも北九州市等で実施され

ているDR実証実験の成果報告10)や余剰電力買取価格に

関する研究11)，更に交通行動への影響を踏まえた研究12)

など，電力価格に着目した研究が蓄積されつつある．

だが，これらは主に個人や各世帯レベルでの効果検

証が中心となっている．つまり，電力価格のコント

ロールが街区や都市レベルで可能となった際に，住

宅地にとってどの様な効果が期待できるのか，十分

な検討はなされていない．特に，電力価格はこれま

で都心から郊外まで一律であったが，今後選択が可

能になることは，住民や住宅地に与える影響，そし

て新たな可能性は大きいと言える． 

以上を踏まえ，本研究ではスマートグリッドによる余

剰電力の融通範囲が街区単位から複数街区間へと広がっ

た場合の効果について分析を行う．更に，今後のまちづ

くりにおけるスマートグリッドの新たな可能性として，

電力価格政策を検討する．そして，居住の抑制が望まし

い街区に偏る傾向のある余剰電力融通効果を都市全体，

または居住を促進すべき場所に向けることによる都市の

戦略的な縮退との連携可能性についても知見を得る．具

体的には，まずスマートグリッドを住宅用太陽光発電と

EVで構成される電力融通技術と定義する．分析対象都

市としては，都市圏を広くカバーするために地方中心都

市に相当する都市規模を対象とする．そして街区間での

融通が可能になった場合を想定し，都市を都心からの距

離に応じて都心，都心周辺，郊外の3エリアに区切り，

エリア間の余剰電力融通効果を特徴の異なる都市構造別

に把握する．その際，電力価格政策を伴うことでエリア

間の融通量にどの程度影響を与えるのか，伴わない場合

との比較分析を行う．更に，電力価格政策の経済評価と

して，各エリアの平均的な家賃相場を推定し，電気代の

変化がエリア間の家賃の差額にどの程度影響度を及ぼす

のかを把握する．これらを通して，スマートグリッドの

余剰電力融通を街区から複数街区間へと広げた場合の効

果と，電力価格政策との連携効果を把握することを本研

究の目的とする． 

 

 

2． 使用データ 

 

各世帯で発生する余剰電力の融通効果を分析するには，

各世帯の電力需給状況を時間帯別に把握する必要がある．

そこで，平成 17 年全国都市交通特性調査を主な使用デ

ータとして用いた．この調査は全国 70 都市からそれぞ

れ約 30 街区をランダムサンプリングし，居住者の時刻

別の基礎的な交通行動や世帯情報を調査したものである．

更に，この調査で対象となっている街区を，都市規模別

に自動車利用行動や土地利用規制等から街区の特性で類

型化した先行研究 13)のデータと合わせて分析に用いる．

ただし，電力需給状況を把握する上で，各要素の算出過

程においてはこれら既存調査から得られる実際の交通行

動や世帯情報等に加え，いくつかの前提条件を設定する

必要がある．そのため，本分析結果はそれらの前提条件

のもとで算出されている点を考慮する必要がある． 

 

 

3. 分析方法 

 

(1)  電力需給状況の推定 

 本研究では，各世帯の電力需給状況を a)太陽光発電

量と b)家庭内消費電力量，更に c)EV 蓄充電可能量の 3

要素から時間帯ごとに推定する．なお前提条件として全

世帯にスマートメータが設置され，スマートグリッドに

よる電力融通が可能となった状況下のもとで分析を行う． 

a) 太陽光発電量の推定方法 

太陽光発電量の算出については，全住宅に太陽光パネ

ルが普及した前提で発電される電力量を算出した．日射

量データについては実際の 1 時間ごとの日射量を観測

した気象官署・アメダスにおけるデータベースをから，

分析対象街区が所在する都市に最も近い地点の日射量を

抽出した．発電量の算出条件としては，真南，傾斜 30

度で設置され，日射量(kWh/m2)×システム出力係数 0.7

×パネル容量(3kW)÷日射強度(1kW/m2)とした．また，

集合住宅は戸建住宅に比べ屋根面積が限られ，世帯当た

りの発電量が異なる．そこで，対象街区の現地調査を踏

まえた既存研究から各街区の建物階数，戸数を設定し，

発電量をそれらで除することで各世帯の発電量の違いを

考慮している． 

b) 家庭内消費電力量の推定方法 

世帯人数や戸建，集合住宅の違いにより家庭内消費電

力は異なるが，それらを踏まえた詳細なデータを把握す

る事は困難である．そこで，分析においては分析対象と

する街区が所在する都道府県における 1世帯当たりの 1

日あたり家庭内消費電力量を用いた．その上で街区特性

や居住者特性を反映させるために，世帯人員別の電気代

や世帯の職業構成等を踏まえて 1 日の時間帯ごとの電

力消費パターンを設定することで，居住者特性を考慮し

た分析を可能としている． 

c) EV蓄充電可能量の推定方法 

スマートグリッドの重要な構成要素である EVの蓄充

電可能量については，低公害車ガイドブック 2012 にお

ける基本性能に基づき，走行可能距離や充電必要時間等

を設定した．そして平成 17 年全国都市交通特性調査よ

り，1 日合計走行距離や運行目的，トリップ時間等から，
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走行に必要な電力量や充電量，時間，充電可能時間帯な

どを把握している．ただし，EV の普及可能性について

は，1日の走行距離が 100kmを超える場合と 1日のEV

使用電力に対して充電時間が不足する場合の 2 つの判

断基準を設けている．この 2 つのうち 1 つでも該当す

る交通行動を行っている自動車は EV不適合とし，それ

以外の自動車は全て EVに転換する前提のもと，世帯ご

とにEV保有台数を算出している． 

(2) 余剰電力融通量の推定方法 

本研究では余剰電力の融通効果について，融通可

能量を個人，世帯，街区，街区間の様に活用段階の

Phase を重ねながら検討していく．各 Phase について

は図-1 に示す算出フローの通りである．なお，Phase0

から Flow-a に該当する街区単位での余剰電力融通の

詳細な説明は他稿 6),14)を参照されたい．ここでは街区

間融通に関する Flow-b，Flow-cを中心に説明する．ま

ず Flow-b では Phase2 までの街区単位での融通を行っ

ても活用しきれなかった余剰電力について，Phase3-b

で家庭内消費電力として街区間融通を行った場合の活用

量を算出する．そして Phase3-b でも活用しきれなかっ

た余剰電力について Phase4-b で EV への蓄充電分とし

て街区間融通を行った場合の活用量を算出する．Flow-c

についても，Flow-b と同様の概念で街区間融通を行う．

ただし，Flow-b では各街区で発生する余剰電力を都市

全体で融通するのに対し，Flow-c では都心，都心周辺，

郊外の街区から順に居住を促進すべきと仮定した電力価

格政策を伴うことで，余剰電力が都心の街区から優先的

に融通活用される場合を想定して算出する．具体的な電

力価格政策の中身は(4)，5(1)で記述する．ここで，太陽

光発電量を P，家庭内消費電力量をD，各 Phaseの活用

段階を x，活用段階 xにおける余剰電力量を Sx，余剰

電力の段階別融通量を Ix，余剰電力活用量を Uxとする

と，Uxは数式(1a)，(1b)で表される． 

   ∫ (      )
      

 

             

 

(3)  分析対象街区と都市構造の概要 

分析対象街区については都市圏を広くカバーできるこ

とを考慮し，先行研究 13)で地方中心都市(県庁所在地ま

たは人口 15 万人以上の都市規模)に分類される 36 街区

 
図-1  余剰電力の融通活用可能量算出フロー 

 
図-2 分析対象街区の特徴と余剰電力活用状況(全 36街区から 21街区を抽出) 

各世帯で活用しきれない余剰電力について

EVへ蓄充電

Phase4-b Phase4-c

EVへ蓄充電

Flow-a.
街区内

Flow-b.
複数街区間

Flow-c.
複数街区間+価格政策

Phase3-a

家庭内消費電力

EVに余剰電力を蓄電し、夜間等に電源として活用

EVの走行必要分 EVの走行必要分余剰電力を活用
するための行動変容
・買い物時間の変更
・EV充電時間の変更

Phase1：個人

Phase2：世帯

Phase0：個人

Phase3-b

家庭内消費電力

Phase3-c

家庭内消費電力

Phase4-a

EVへ蓄充電

エリア 記号 土地利用規制
人口密度
(人/ha)

戸建住宅
割合

EV保有台
数(台/世帯)

都心
(～1.6km)

商c-1 商業地域60%～ 100～150 67% 0.48
商c-2 商業地域60%～ 50～100 57% 0.48

都心
周辺
(1.6km
～5km)

中f-1 中高層住宅専用地域90%～ 100～150 59% 0.61
中f-2 中高層住宅専用地域90%～ ～50 72% 0.81

中f-4 中高層住宅専用地域60～90% 50～100 85% 0.89
中f-6 中高層住宅専用地域60～90% 50～100 71% 0.86
住f-1 住居地域60%～ 150～ 35% 0.43

住f-2 住居地域60%～ 50～100 79% 1.04
住f-3 住居地域60%～ 50～100 69% 0.80

住f-4 住居地域60%～ ～50 72% 0.98
低f-1 低層住宅専用地域90%～ - 91% 0.87

低f-2 低層住宅専用地域60～90% 150～ 58% 1.03
住混f 住宅系混在 100～150 57% 0.69

郊外
(5km～)

中s 中高層住宅専用地域60～90% ～50 75% 1.08
住s 住居地域60%～ ～50 73% 1.05

低s 低層住宅専用地域60～90% ～50 85% 0.76
住混s 住宅系混在 ～50 67% 0.90

調s-1 市街化調整区域75%～ - 76% 1.09
調s-3 市街化調整区域50～75% ～50 75% 0.90

調s-4 市街化調整区域50～75% ～50 72% 0.62
調s-5 市街化調整区域25～50% ～50 93% 0.64

Phase4-a
Phase3-a

Phase2
Phase1

Phase0 未活用余剰電力量(kwh/世帯・日)
0 1 2 3 4 5 6

(1a) 

(1b) 
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を分析対象とし，まず街区単位で分析を行った．そして

これら 36 の街区単位のデータから，特徴の異なる都市

構造を街区の組み合わせで表現し比較分析するにあたり

図-2 に示す 21 街区を抽出した．これらから，まず街区

間融通による余剰電力融通効果を分析する．分析で想定

する都市構造については中心を都心エリアとし，その周

囲を都心周辺エリア，更にその外側を郊外エリアが取り

囲む形の，5×5の計 25街区分の都市構造モデルを用い

る．これにより，特徴の異なる都市構造を少ない街区で

シンプルに表現することが可能となる．都市構造の設定

においては既存調査 13)から得られる街区ごとの人口密

度や低未利用地状況，そして本研究で算出した EV普及

状況を主に用いた．ここで，わが国の都市構造の現状に

ついて，多くの都市はかつて中心部に高密な基幹的市街

地，郊外に低密，分散した市街地を有する構造であった．

しかし，人口増加や自動車普及等の影響により中心部周

辺の市街化が進行したことで，都心から郊外にかけて低

密化した市街地が広がる都市構造となっている．また近

年では人口減少に伴う低未利用地の増加も問題となって

いる．そこで，本分析では人口密度が都心から郊外にか

けて徐々に低下していく都市構造を分析における地方中

心都市のBusiness as Usual(BaU)として想定する．そし

て，この BaU 型の都市構造をベースに，まず都心周辺

の人口密度が増加し，低未利用地，自動車依存の少ない

都市構造をコンパクト型とする．次に，都心周辺エリア

で大型マンションと低未利用地が隣接している様な街区

や，住宅が密集している街区などが混在している都市構

造を稠密スプロール型，そして都市全体の人口密度が低

密で，各街区単位で低未利用地も散見される様な都市構

造を低密スプロール型として設定する．各都市構造の概

要を図-3 から図-6 に示す．まず左上のグラフは縦軸に

各エリアの人口密度をとり，中心は都心，その両側に都

心周辺，外側が郊外に該当する．そしてグラフの上端に

は各エリアの戸建・集合住宅割合や EV普及状況，低未

利用地状況等を示し，都市構造の違いを視覚的に判別し

易い様に示している．また右上には都市構造モデルと該

当する街区を示している．そして，都市を構成する街区

を i，Flow-b における余剰電力量を Sflow-b，Flow-a にお

ける余剰電力量を Sflow-a，街区間融通による余剰電力活

用量を Uflow-bとするとそれぞれ次式(2a)，(2b)で表される． 

        ∫ ∑ (              )
  
   

                  

             

 

(4) 街区間融通と電力価格政策の連携効果の分析方法 

本研究における電力価格政策について具体的に説明す

る．まず，従来は都市内のどの世帯も電力会社から同一

価格で平等に電力を購入している．そこへ，太陽光発電

の普及に伴い各世帯が電力を自給し，余剰は電力会社へ

売電，不足は電力会社から買電することが一般化しつつ

ある．しかし，本来であれば各世帯で発生する余剰電力

は送電ロスも考慮すると，その街区内，もしくは都市内

で融通して活用することが望ましく，スマートメータの

普及によってその実現可能性も高まりつつある．そこで，

余剰電力を可能な限り都市内で融通活用することを念頭

に置き，今後のまちづくりを進める上で居住を促進すべ

  
図-3 BaU型都市構造の概要        図-4 コンパクト型都市構造の概要 

    
図-5 稠密スプロール型都市構造の概要      図-6 低密スプロール型都市構造の概要 

表-1 エリア別電気価格の設定(円/kWh) 
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(2a) 
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き街区から効率的な融通が可能となるように，表-1に示

す3種類の価格に基づく電力価格政策を想定する．なお

本来であれば居住を促進すべき住宅地を判断するには周

辺環境やインフラ維持費等を含め総合的に判断する必要

がある．しかし，本研究では電力価格政策の効果に主眼

を置くことから，都心からの距離に応じて簡易的に優先

度を設定している．ここで，3つの価格について説明す

る．まず，「電気価格:PR(Power Rate)」とは太陽光発

電を設置する以前や太陽光発電で家庭内消費電力を賄え

ない時間帯に電力会社から購入する際の電気価格とする．

次に「融通価格:IP(Interchange Power)」とは各世帯の余

剰電力を融通活用する際の価格とする．そして，「売電

価格:SP(Sell Power)」とは，融通しても活用しきれない

余剰電力を電力会社に売電する際の価格とする．この3

種類の電気価格を，都市内の都心(c:central)，都心周辺

(f:fringe)，郊外(s:suburban)の各エリア毎に設定する．そ

れぞれの価格の大小関係は式(3a)に示すように設定する．

これにより，スマートメータにより各エリアが時間帯

ごとに最も安価な電力を自動的に選択することで，スマ

ートグリッドの余剰電力融通効果を都市内でコントロー

ル可能な状況を想定する．なお，具体的な価格に関して

は5(1)で説明する． 

                    

                      

 

 

4. 街区間融通効果と電力価格政策による融通量

への影響分析 

 

街区単位の融通効果(Flow-a)と街区間融通効果(Flow-b)，

そして電力価格政策を伴う街区間融通効果(flow-c)につ

いて，都市構造ごとの余剰電力融通量の変化を図-7 に

示し，以下で考察を述べる． 

1) 全ての都市構造で，電力価格政策を伴わずに街区

間融通を行った場合，都心周辺において余剰電力

の融通量が低下し，その反面郊外で増加する傾向

にある．これは，都市内の街区間で融通を行った

場合に，戸建住宅が比較的多く，都市面積の多く

を占める郊外で発生する余剰電力の割合が多いた

めだと考えられる． 

2) そのため，都心周辺においては街区間融通を行う

ことで，街区単位で融通を行っていた場合よりも

活用量が低下する結果となっている． 

3) また，全ての都市構造に共通し，街区単位で融通

していた場合と比較して，都市構造の違いによる

活用量の差は街区間融通を行うことで縮小する傾

向が確認された．特に，稠密スプロール型で活用

量が大きく増加する結果となった．これは，街区

単位では大型マンションと低未利用地が隣接した

街区や戸建住宅が密集した街区構成のため，街区

内での融通効率は低くなっている．そこへ，街区

間融通により特徴の異なる街区同士で効果的な融

通が可能となったことが要因として考えられる． 

4) 一方，電力価格政策を伴う街区間融通では，都心，

都心周辺における余剰電力の活用量は増加する傾

向が確認された． 

5) 一方で，郊外の活用量は電力価格政策により街区

単位時の活用量より低くなる傾向が目立った。し

かし，稠密スプロール型都市構造においては街区

間融通効果が郊外を含む都市全体で確認された．  

 

 

5. 電力価格政策の経済評価 

 

(1) 電力価格政策による電気代と家賃の推定 

電力価格政策により，都心，都心周辺，郊外における電

気代には差が生じることとなる．そこで，電力価格政策

の暮らしへの影響度について，都市内の各エリアで同様

に差の存在する家賃に着目する．分析においては，都市

構造モデルに用いた街区ごとに，その街区の世帯平均家

 
図-7 都市構造別 Flow-a,b,cにおける余剰活用量 
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賃を推定し，それらの平均値をエリアの世帯平均家賃と

する．ここで，家賃設定の算出フローを図-8 に示す．

まず都市全体の住宅建方別家賃相場 15)を基に，対象街

区の戸建集合住宅比率で重み付けを行う．これに，国土

交通省地価公示・都道府県地価調査データから，都市全

体の地価を 1 とした際の対象街区の地価を乗じる事で，

各街区の家賃相場の推定値を設定している．なお，いず

れのデータも 2014年 1月 6日時点のものを用いている．

価格の設定に関しては，都心の電気価格を一般的な電気

料金である 25 円とし，これを基準に式(3a)の大小関係

に基づき表-1 に示す様に設定した．具体的な価格を決

める上で，電力価格政策として国内外で取り組まれてい

るDR実証実験等 16)の価格帯を参考にしている．しかし，

ここでの価格設定は各エリアの電気代への影響度をみる

ことに主眼を置いているため，実際の政策としては検討

の余地が大きい点に留意が必要である．更に，DR に

おける価格設定は，例えば北九州市で実施されている

DR 実証実験は消費電力のピークカットなど，消費電力

量の削減を目的としている．そのため分析においては電

力消費量や消費パターンまで踏まえることが望ましい．

しかし，本研究ではスマートメータの普及によるリアル

タイムの電力融通を想定しているため，個人の行動変容

は Phase0 から Phase1 の EV 利用に関わる部分に留め

ている．ただし、実際の行動変容が発生する可能性のあ

る価格帯で分析を行う事で，DR 等の効果も反映させた

今後の研究との連携性についても考慮している．ここで，

電力価格政策による電気代への影響度について，電気代

負担率を EBR とし，スマートグリッド(太陽光発電，

EV)を導入する以前に購入していた電気代を PR，スマ

ートグリッド導入後に不足分を購入した電気代を PRsd，

他エリアから融通された電気の購入代を IPb，他エリア

へ融通した際の売電代を IPs，電力会社への余剰売電代

をSPとすると，EBRは次の式(4a)で表される． 

    
(               )

  
   

 

(2) 電気代と家賃の合計額への影響 

 電力価格政策による各エリアの電気代と家賃の合計額

について，図-9 にスマートグリッド導入前(without)， 

図-10 にスマートグリッドによる電力価格政策を伴う街

区間融通を行った場合(with)の結果を示し以下に考察を

述べる． 

1) まず図-9 の without のケースにおいて，BaU 型都

市構造では，都心と郊外間の家賃と電気代の合計

額には 3 万円以上の差が生じている．これが図-10

の withのケースでは 1万円以下まで縮小する結果

となった． 

2) この傾向はコンパクト型都市構造においても同様

に確認できる．つまり，家賃相場が都心からの距

離に準じる傾向にある都市構造では，都市内の家

賃は均されることが示唆される． 

3) 一方，稠密スプロール型都市構造では，都心周辺

と郊外において家賃と電気代の合計額が逆転し，

低密スプロール型では都心と郊外の合計額がほぼ

等しくなる結果となった． 

4) また図-10 より，電気代負担率については都心にお

いて電気代が最大 72%削減される結果となった．

一方で，都心周辺では 41%～53%，郊外では 136%

～155%の負担増となっている．これらの負担率の

幅は，街区間融通量と関連していると考えられる．

例えば低密スプロール型都市構造では，街区単位

で効率的な融通が行われるため，街区間融通量が

比較的少ない．これにより，都心周辺と郊外の負

担率が比較的低い傾向にあると考えられる． 
 

図-8 家賃推定フロー 

              
図-9 電気代と家賃の合計額の関係(without)          図-10 電気代と家賃の合計額の関係(with) 
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(3) 電力価格政策の設定値による影響度 

経済評価を行う上で各価格の設定値による影響度は大

きい．そこで，本研究においても異なる価格設定での影

響度について，SPsからPRsの値を5円刻みで設定し，

150円を上限とする範囲16)で価格帯を徐々に上昇させて

検証した． 

その結果，コンパクト型都市構造では特に都心と都心

周辺の電気代と家賃の合計額の差が縮小する傾向が確認

され，また稠密スプロール型都市構造においては都心周

辺と郊外の合計額が逆転し，その差額も拡がる傾向など

が確認された．つまり，都市構造の特徴の違いにより，

その都市構造に適した価格が存在することがこの結果か

ら示唆される． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，スマートグリッドによる余剰電力融通と

電力価格政策を連携させた効果について特徴の異なる4

つの都市構造で比較分析を行った．そして，電力価格政

策が都市内の融通量にどの程度影響を与えるのか，また

都心から郊外における家賃の差に着目し，電気代に地域

差を持たせた場合の経済的な影響度について分析を行っ

た．その結果，余剰電力の街区間融通と電力価格政策を

連動させることで，融通効果が高い一方で居住を抑制し

縮退を進めるのが望ましいと考えられる街区へのペナル

ティとして，また都心部の融通効果が比較的少ない良好

な街区への新たな付加価値として，スマートグリッドの

導入効果を検討できる可能性が示唆された．また，人口

密度や低未利用地状況等の居住環境が街区ごとに異な

る特徴を有する都市構造において，電力価格政策を伴う

ことで街区間融通を行うことで都市全体で余剰電力の活

用量が増加する結果が示された．経済評価に関しては，

都市内の平均的な家賃の差額は電気代を上乗せすること

で1万円程度まで縮小する傾向が示された．また，都市

構造の違いにより都心から郊外における経済的な影響度

には違いが生じることも確認された． 

よって，実際に政策として取り入れるには都市構造や

居住環境の現状を踏まえて柔軟に検討していくことが

求められると言える．また，本研究では家賃に着目した

が，今後は都市内の居住地の違いによる交通費用につい

ても考慮を加えていくことが望ましい．更に，電力価

格政策を検討する上では，消費電力が電力価格によ

り変化する弾力性分析を視野に入れることが今後の

課題である．  
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